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平成29(2017)年12月26日(火) 
（於：石狩市総合保険福祉センター 2階 交流活動室） 

風力発電を取り巻く現状 
－洋上風力発電と漁業協調について－ 



＜本日のお話し＞ 
   

１．わが国の洋上風力発電の現状 
   

２．洋上風力発電が生態系や漁業に 
  与える影響 
   

３．洋上風力発電等と漁業との協調方策 
   

４．漁業協調型ウィンドファームの検討 
   

≪参考１≫ 海洋産業研究会の概要 
≪参考２≫ 一般海域における洋上風力発電事業 
        に関わる法制度上の課題 
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長崎県五島沖

環境省
浮体式洋上風力
発電実証事業

我が国初となる系統
連系を行う浮体式洋
上風力発電施設とし
て、100kW小規模試
験機をH24年6月に
設置、H25年度に
2MW級実証機を設
置予定。

茨城県鹿島港
民間会社
洋上風力発電所

民間事業者「㈱ウィンド・パ
ワー・いばらき」により、2MW
の洋上風車７基がH22年6月
より稼働中。
また、H24年に8基を追加予
定。将来的には沖合に100
基程度の建設を計画中。

地図は、日本周辺海域（海面上80m）
の年間平均風速 （環境省調査）

6.5m/s以上

7.5m/s以上

8.5m/s以上

千葉県銚子沖／福岡県北九州沖

経産省（ＮＥＤＯ）
洋上風力発電等技術研究開発

2MW級の実証機と観測
タワーを設置して、着床
式の洋上風力発電ステ
ムの実証研究を行う。
銚子沖・北九州沖とも
に、H24年度中に設置
予定。

山形県酒田港

民間会社
洋上風力発電所

民間事業者「サミットウィンド
パワー㈱」により、2MWの洋
上風車5基がH16年月より稼
働中。

北海道瀬棚港

自治体（せたな町）
洋上風力発電所

せたな町により、600kWの
洋上風車2基がH16年4月
より稼働中。

我が国の洋上風力発電の現状（現在稼働中及び実証実験予定のもの）

福島県沖（具体的箇所は今後調整）

経産省
浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業

2MW級の風車１基、世界初となる7MW級の風車２基及
び浮体式洋上変電所を設置して、浮体式洋上ウィンド
ファームの安全性・信頼性・経済性を明らかにする。
浮体の形式は、セミサブ型とアドバンスド・スパー型。

アドバンスド・スパー型３コラム型セミサブ

（出典：総合海洋政策本部資料） 3 
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平成29年度予算額：290百万円（341百万円） 

洋野町沖合海域 
洋上風力（着床式） 

200,000 kW 
（5,000 kW×40基） 

◇長崎県五島市（H27～H28） 

申請者 
（共同提案者） 

北九州市若松区響灘沖 
              洋上風力（着床式） 
200,000 kW( 5,000 kW×40基) 
500,000 kW( 5,000 kW×100基) 

◇福岡県北九州市（H27～H28） 

◆洲本市（H28～H29） 

洲本市五色沖 
洋上風力 50,000～100,000 kW 

（5,000 kW×10～20基） 

◆北海道足寄町（H28～H29） 

◆北海道標津町（H28～H29） 

足寄町クマネシリ南部地域 
地熱発電 規模未定 

（賦存量調査等により決定） 

標津町武佐岳地域 
地熱発電 15,000 kW級 

五島市崎山沖・黄島沖 
洋上風力（浮体式） 

  22,000 kW 
( 2,000 kW×11基) 

500,000 kW 
( 5,000 kW×100基) 

◇岩手県（H27～H28） 
  （洋野町） 

◇鳥取県（H27～H28） 

東伯郡北栄町 
陸上風力 30,000 kW 
（3,000 kW×10基） 

（拡大地図出典：国土地理院ウェブサイト）  

平成29年度風力発電等に係る地域主導型の 
戦略的適地抽出手法の構築事業におけるモデル地域について 

(出典：環境省資料）  4 



陸上・洋上風力 

○長崎県西海市 

○H28採択地方公共団体 
 （共同提案者） 
○H29採択地方公共団体 
 （共同提案者） 

○徳島県鳴門市 
（（一社）徳島地域エネルギー、自然電力株式会社） 

洋上風力 

○北海道八雲町 
（一社）北海道再生可能エネルギー振興機構 

陸上風力 

陸上・洋上風力 

○宮城県 

○長崎県新上五島町 

陸上・洋上風力 

○福岡県北九州市 

洋上風力 

○静岡県浜松市 

陸上・洋上風力 

洋上風力 

○青森県 
（弘前大学北日本新エネルギー研究所） 

○北海道寿都町 
陸上・洋上風力 

○北海道石狩市 
陸上・洋上風力 

風力発電等に係るゾーニング導入可能性検討モデル事業  
モデル地域 

5 (出典：環境省資料）  



（原典：The influence of offshore windpower on demersal fish 

     Dan Wilhelmssona,∗, Torleif Malmb and Marcus C. Öhmana）  

建設後３年経ったモノパイル
基礎周辺の生物相を観察 

    （魚と底生生物） 

基礎周辺の生物が対照区
域より多かった。 

基礎部は人工魚礁の
機能を果たしている。 

＜海外レポート紹介①＞洋上風車の基礎は人工魚礁として成立
するか？ 

スウェーデンの事例 

２．洋上風力発電が生態系や漁業に与え 
  る影響 
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洋上風車の周りで刺網に
よる調査漁獲を行った。 

魚種数はほとんど変わらなかった
（洋上風車の魚種がわずかに多
かった）。 

風車立地が魚類の
種数に影響を与え
ることはない。 

デンマークの事例 

Investigations on the artificial reef effect on fish from 

marine wind turbine park at Horns Reef. 

January 2002. 

Contract Ref: Ordre Nr. 69.(11-06-01) 

Our ref: 2002-132-1 

＜海外レポート紹介②＞ 
洋上風車の基礎は人工魚礁として成立するか？ 
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（出典：Monitoring and evaluation program near shore wind farm, IMARES Report , 2012） 

オランダ Egmond aan Zee  

ウィンドファーム(2006～)の調査 
    

距岸距離10-18km、 風車36基 

 水深12～20m 

＜海外レポート紹介③＞ 

漁獲量は変化するか？ 
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結
果 
↓ 

魚
は
増
え
も
減
り
も
し
な
か
っ
た 

9 （出典：Monitoring and evaluation program near shore wind farm, IMARES Report , 2012） 

オランダ Egmond aan Zee  

ウィンドファーム(2006～) 

 距岸距離10-18km,  

風車36基、 水深12～20m 

＜海外レポート紹介＞（続） 

中層の曳網と魚群探知機を使った調査 

（イカナゴ、ニシン、カタクチイワイ、マイワシ） 

洋上ウィンド 

ファーム 

対照区画 

対照区画 



刺網（大西洋マダラ、大西洋マアジ、大西洋マサバ、ボラ、キス、ニシン） 

タラ 

アジ 

サバ 

ボラ 

キス 

ニシン 

スプラット 

コマイ 

大きさ 数 

洗堀防止工 
周辺 

風車20m 

以遠 
風車20m 

以遠 

結
果→

風
車
近
傍
で
は
タ
ラ
、
コ
マ
イ
、
ボ
ラ
が
多
く
獲
れ
た
。 

 
 

 
 

ア
ジ
、
サ
バ
、
ニ
シ
ン
は
風
車
か
ら
離
れ
た
方
が
獲
れ
た
。 

＞ 

＞ 

＜ 

＜ 

＜ 

＜ 

＜ 

＞ 
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盛り石（洗堀防止工） 

風
車
の
基
礎
（パ
イ
ル
） 

（出典：Monitoring and evaluation program near shore wind farm, IMARES Report , 2012） 

洗堀防止工 
周辺 



＜海外レポート紹介＞デンマーク政府の見解（着床式）      

Offshore Wind Farms and the Environment Danish Experiences from Horns Rev and Nysted, 2006 

＜鳥類＞ 

・鳥類の衝突リスクは低い。 

・全体として鳥類の生息数に 

対する影響はほとんどない。 

＜海産哺乳類＞ 

・アザラシは杭打設作業時に影響
あるも、それ以外、挙動に影響は
見られない。・ ネズミイルカは
HORNS REVでは、施工期間中

減少したが、運転期間中は再び増
加した。 

NYSTEDでは、施工期間中大幅
に減少し、運転開始後2年間では
若干の回復しかみられない。 

＜底生生物＞ 

・風車基礎部および洗掘防止用構造物による大幅な変化が見ら
れるが、種類数やバイオマスは増大している。 

＜魚類＞ 

・風車基礎部人工魚礁群の完
成後は、魚群に良い影響をも
たらす新しい人工的な生態系
が導入されている。 

・電磁界の強さと魚類の挙動
の間に関連はない。（海底送電
ケーブルの影響はない） 

〇洋上風力発電の環境影響 

11 
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(出典：平成25年度「海洋再生可能エネルギー導入による漁業海域影響調査」 
     小島隆人教授プレゼン資料より引用）（発注：岩手県、受託：一般社団 

     法人海洋産業研究会、共同研究：日本大学生物資源学部 

       魚種別の聴覚能力  

ラインが下の方が小さな音でも聞こえる 

＝聴覚は優れる 

（出典：小島隆人教授作成資料） 

＜国内レポート＞ 

サケの聴覚および風車音への反応実験 (我が国初！） 

東北太平洋岸のサケ定置網漁業者が洋上風車群による魚道変化での漁獲減を懸念 

（漁業への影響に関する調査の例）  
 



平成25年度「海洋再生可能エネルギー導入による漁業 

海域影響調査」小島隆人教授プレゼン資料より引用。 

発注：岩手県、 

受託：一般社団法人海洋産業研究会、 

共同研究：日本大学生物資源学部 

洋上風車のシロサケへの影響調査：水中音と聴覚 
洋上風車の水中音にいるシロサケの遊泳への 
影響調査 
－山形県の酒田市の洋上風車の音を録音、その音を  
  岩手県洋野町の定置網で漁獲されたシロザケに聴  
  かせ、音源からの距離や遊泳速度の変化を実験で 
   確認。 
－洋上風車の合成音を聴いたシロザケの遊泳速度は 
   速くなっていた。シロザケがこの音を可聴する音の大   
   きさは140dBで、これは風車基 部から6mの距離と予 
   想された。つまり、洋上風車に極めて接近（6m以内） 
   した場合にはシロザケは何らかの忌避反応を示す可 
   能性。 
－逆に言えば、シロサケには風車の水中音はそれほど 
  影響を与えるとは考えにくいことを示唆している。しか 
  し、この点の評価のためにはさらなる実験研究が必要。 

13 （出典：海洋産業研究会、洋上風力発電の漁業協調の在り方に関する提言研究≪第2版
≫） 
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（左出典：Preliminary investigation of bird-turbine collisions at Nysted offshore wind farm and final quality   

               control of Thermal Animal Detection System(TADS), National Environmental  Research Institute,   

               Ministry of the Environment, Denmark, Autumn 2003 and spring 2004) 

（右出典： Elizabeth Masden, et. Al, Birds and wind farms: Assessing cumulative impacts, University of  

                Glasgow） 

〇鳥類の飛翔回遊と洋上ウィンドファーム 
（デンマークのNysted Wind Farmの例） 

 
※もちろん、渡りのルートを避けるに越したことはない。 

水鳥（カモ類）；右から左へ 

洋上風車を避けて飛翔 

(ウィンドファーム建設前） 

(ウィンドファーム建設後） 



漁業協調事例① 北海道瀬棚港 

（出典：平成14年度 瀬棚町洋上風力発電普及啓発業務より。発注：北海道瀬棚町、受託：社団法人海洋産業研究会） 15 

３．洋上風力発電等と漁業との協調方策 
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漁業協調事例② 長崎県五島沖 

浮体式洋上風力発電施設実証機 

（1/2モデル）の基礎部を、浮魚礁 

の基礎部に転用し、その上に魚礁 

も設置した漁業協調策 
（写真、図提供：（株）岡部） 
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漁業協調事例③ 福島県沖 

（出典：http://www.fukushima-wind-kaiyou.jp/web/camera.php） 

海洋観測データ配信システム 漁業との共存策 

（出典：浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業パンフレット） 



（原典：Bela Hieronymus Buck, Gesche Krause,  

Harold Rosenthal, 2004） 

(原典; Bela H.Buck, International Marine Spatial Planning 

Public Symposium, Providence, Rhode island, 2012) 

○海外の構想例  

着底式風車基礎部を、魚礁構造にする。 

風車間の海洋空間に、立体的に養殖 

いけすを設置する。 

着底式風車基礎部のトラス構造
部に養殖いけすを設置する。 

18 
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〇海産研「漁業協調提言」冊子の表紙 

（注：海産研のwebsite〔http://www.rioe.or.jp/〕からそれぞれフルバージョンのダウンロード可） 

４．漁業協調型ウィンドファームの検討 



洋上ウィンドファームの漁業協調メニューの検討 
  ≪想定ウィンドファームのイメージと諸元≫ 
   （いずれも海域を特定したものではない） 

浮体式洋上ウィンドファーム 
 

発電容量：約100MW（8MW風車×12基） 
基礎構造：スパー型、緩係留 
     （一部、セミサブ式構造等） 
配  置：風車12基を6基×2列に設置、 
     ファーム手前に浮体式サブステー 
     ションを設置 
風車間距離：同列の風車間は480m、岸側と 
      沖側の列と列の間は1,600m 
水  深：約130m 
離岸距離：約20km 着床式洋上ウィンドファーム 

 

発電容量：約100MW 
     （3.6MW風車× 28基） 
基礎構造：岸側の列はモノパイル式、 
     沖側の列はジャケット式 
配  置：28基を14基×2列に設置 
風車間距離：同列の風車間は360m 
      岸側と沖側の列と列の間は1,200m 
水  深：岸側の列で20m 
     沖側の列で30m 
離岸距離：岸側の列で2km 
     沖側の列で3km 

20 

着床式 

浮体式 
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≪洋上ウィンドファームの漁業協調メニュー案≫ 
１．リアルタイムでの海況情報の提供 
２．風車基礎部の人工魚礁化利用 
  ２－１．風車基礎部の人工魚礁化利用（資源保護育成目的） 
  ２－２．風車基礎部の人工魚礁化利用（周辺での漁業操業目的） 
３．魚介類・藻類の養殖施設の併設 
４．漁業現場への電力供給 
５．レジャー施設の併用 
  ５－１．海釣り公園 
  ５－２．ダイビングスポット 
６．漁業者の事業参加 
  ６－１．洋上発電施設の建設・保守点検における漁船利用 
  ６－２．洋上発電事業への出資・参画 

≪漁業協調に関する経費負担の考え方≫ 
・基本的に発電事業者が負担するべき。 
・漁業以外にも地域振興に資する協調策であれば、公的な補助 
 を含めて、地域全体で経費負担について協議すべき。 



主な漁業種（操業形態）と漁業協調メニューの相互関係 
〔想定ウィンドファームが水深約50m以浅につき、下表の沿岸漁業種を対象〕 

         漁業種 
  
 
 

  メニュー      

定置網 刺網 小型巻き網 釣り漁業 養殖 

 
 
 
 
 
 
 

図：全国漁業就業者確保育成センターhp 図：全漁連ｈｐ 図：浜田市hp 図：長崎県ｈｐ 図：神奈川県hp 

１．リアルタイムでの海況情報の
提供 

〇 〇 〇 〇 〇 

２．風車基礎部の人工魚礁化 
 ２－１．資源保護育成 
 ２－２．ＷＦ内外での漁業操業 

  
－ 
〇 

  
－ 
〇 

  
－ 
〇 

  
－ 
〇 

  
－ 
－ 

３．養殖施設の併設 － － － － 〇 

４．定置網等の併設 〇 △ － － － 

５．レジャー施設の併設 
 ５－１．海釣り公園、遊漁等 
 ５－２．ダイビングスポット等 

  
漁船の活用 

漁業者の事業参加 

６．発電電力の活用 
 ６－１．陸上施設への電力供給 
 ６－２．電動漁船 

  
製氷施設、冷蔵庫等の施設への利用 

漁船の電動化 

７．漁業者の事業参加 
 ７－１．漁船利用の保守点検 
 ７－２．事業への出資・参画 

 
漁船の活用 

漁業者の事業参加 

 ※対象海域における漁業の実態に合わせて、横軸の漁業種（操業形態）を 
   選定し、漁業協調メニュー／方策を検討することが肝要。 22 



平成25年度 岩手県委託事業（一般社団法人海洋産業研究会） 

「海洋再生可能エネルギー導入による漁業海域影響調査検討業務」 

23 

岩手県洋野町のケーススタディ 

  組合 
員数 

準 
組合 
員数 

保有 
船舶 

主な生産物 生産額 
（百万円） 

種市漁協 291 82 120 うに・あわび (H24年度) 
322 

玉川浜漁協 28 3 17 うに・あわび・こんぶ・
ふのり・まつも 

(H24年度) 
47 

戸類家漁協 28 1 11 うに・あわび・ふのり (H24年度) 
45 

種市南漁協 275 69 103 うに・あわび・さけ (H24年度) 
668 

小子内浜 
漁協 

80 10 63 さけ・うに・あわび・ 
こんぶ・わかめ 

(H26年2月末) 
151 

(1) 漁業等への影響 

 ①現地調査の実施 

 ②漁業への影響調査（シロサケ聴覚 

  の調査） 
 ③風車基礎の魚礁効果に関する調査 

 (2) 漁業協調の在り方 

 ①ケーススタディの実施 

 ②ワークショップの開催 

 (3) その他、他地域の現地視察の実施等 
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メニュー案 
（略記） 

洋野町の
ﾆｰｽﾞ 

漁業者コメント等 

１．リアルタイム情報 
◎ 

波高のデータに対する要望あり。 
漁業者から密漁監視カメラの提案。 

２－１．魚礁／資源保護 ○ ナマコの幼生が留まるような魚礁が有用。 

２－２．魚礁／漁業操業 ○ ホヤが付きやすいような基質（天然石など）が有用。 

３．養殖施設の併設 ◎ ウニの餌用の藻類養殖。 

４．定置網等の併設 × 定置網漁業者は風車設置を望んでいない。 

５－１．海釣り公園 ？   

５－２．ﾀﾞｲﾋﾞﾝｸﾞｽﾎﾟｯﾄ 
× 

当該地域はアワビ・ウニの生産地であり、レジャー
ダイバーは敬遠される。（密漁対策） 

６－１．陸電力供給 ○ 安い電力を使えるならメリットを感じる。 

６－２．電動漁船 ？   

７－１．ﾒﾝﾃ漁船利用 ○ どのような頻度でどのような装備が必要か。 

７－２．出資・参画 ？   

（岩手県洋野町：漁業者等の地元ニーズ） 

漁業協調メニュー（着床式）を 
活用したケーススタディ 

（出典：一般社団法人海洋産業研究会） 
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摘された定置網に影
響が懸念される風車 
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風車レイアウトの変更：定置網の邪魔になる風車なしに 

定置網 

◆漁業者の要望により数本 
 の風車上へ密漁監視カメ 
 ラの設置案、採用。 
→沿岸部に漁協が設置した 
 密漁監視カメラを補完 
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洋野町漁業協調ウィンドファームイメージ図 

（１）密漁監視カメラの設置 

（２）天然石を用いた洗堀防止工（魚礁） 

（３）ホヤ・ナマコ 

資源の増殖に向 

けた人工魚礁の 

設置 

（出典：一般社団法人海洋産業研究会） 



 

パソコン 

スマートフォン 

着底式 ADCP 

アンテナ 

１．リアルタイムでの 
海況情報の提供 

着床式 

浮体式 
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洋上風力発電風力発電の漁業協調メニュー 

（出典：一般社団法人海洋産業研究会提言資料） 

着床式 浮体式 

２－１．資源保護育成目的 

２．風車基礎部の人工魚礁化利用 

（風車の周囲に魚礁配置) 
（図は岸側の風車列の場合を表示） 

（風車列の内側に沈設魚礁を配置） 

(風車の周囲に魚礁を配置) 
（図は沖合側の風車列の場合を表示） 

（風車列の外側に浮魚礁を配置し、ウィンド 
   ファームの周辺海域での漁場造成を図る） 

２－２．周辺での漁業操業目的 



（出典：岩本晃一、響灘地区におけるエネルギー産業拠点の形成に向けて、 
 北九州市響灘エネルギー産業拠点化推進期成会総会講演資料、平成27年 
 7月30日） 

○洋上風力発電と地域創生  

28 



系統連系 

電力の一部 
冷凍倉庫 

水産加工工場 

漁協施設 
卸・小売り
ネットワーク 

（サプライ
チェーンの
構築） 

陸上エリア 

洋上エリア 

養殖場 

海釣り公園 

人工魚礁 

浮魚礁 

着床式洋上ウィンドファーム 

浮体式洋上ウィンドファーム 

浮体式 

サブステーション 

○地域振興への貢献に向けて 

海洋情報の発信 

漁港 

沿岸エリア 
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海洋エネルギー利用と漁業協調のイメージ 

（出典：一般社団法人海洋産業研究会） 



30 （出典：水産庁） 



  「洋上風力発電等の漁業協調の在り方に関する提言」 
－着床式100MW仮想ウィンドファームにおける漁業協調メニュー案―  

〔平成25年5月〕   

「基本的考え方：“漁業補償から漁業協調へ”」 

（１）発電事業者も漁業者も共に潤う、Win-Win方式（メリット共有方式） 
（２）地域社会全体の活性化に貢献 
（３）透明性を確保した合意形成  

「発電事業者および漁業者に求められる姿勢」  
 発電事業者 
－漁業とりわけ漁業権に関する正しい知識をもち、敬意を持って先行海域利用者た 

  る漁業者との調整と合意 形成を図るようにする。 

－積極的に漁業協調システムの導入を図り、沿岸漁業の振興ひいては地域振興に 

  も寄与しうるよう取り組む。   

 漁業者 
－海洋再生可能エネルギー利用の意義を理解し、海域の多目的利用、海域の総合 
  利用の観点から、洋上発電立地について協力する。  
－洋上ウィンドファームの建設を活用し、これを持続的 な漁業および漁村の発展に 
  結びつけていくよう考える  

31 （出典：一般社団法人海洋産業研究会） 
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漁業協調メニューのカテゴリー分け 〔平成25年12月〕   

１．漁業活動に直接寄与する協調メニュー 

  例：漁海況データの提供 

     魚礁効果等による資源培養、漁場形成 

     養殖施設等の付与 

２．漁業活動に副次的に寄与する協調メニュー 

  例：漁船の警戒船、保守・点検作業等への雇用 

     遊漁、海洋レジャー利用 

３．漁業活動の基盤形成に寄与する協調メニュー 

  例：電力の利用（製氷施設、冷蔵施設、ｅ-漁船等） 

     発電事業および漁業協調事業への参画 

４．その他：海岸線とウィンドファーム間の海洋空間の活用 

地域特性に見合った最適組み合せ協調策が必要 
（出典：一般社団法人海洋産業研究会） 
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海洋エネルギー利用事業化プロセスと漁業協調

候補海域のデータ収集

立地海域の選定

データ実測(観測塔/ﾌﾞｲ)

発電システムの検討

経済性評価
NO

発電ｼｽﾃﾑ建設（フルスケール）
（設計・製作・現地曳航・施工）

YES

大規模ファーム稼動

漁
業
協
同
組
合
・

地
方
自
治
体

事前協議

（モニタリング・データ提供）

漁業協調の在り方検討・協議

漁業協調システムの実証実証実験（パイロットスケール）
（設計・製作・曳航･据付・実験･撤去/再利用）

（モニタリング・データ提供）

漁業協調（フルスケール）実現

（モニタリング・データ提供）

立地確認・最終評価

YES

NO

環境影響評価

環境影響評価

漁業協調システム組み込み

（漁業・生態系への影響評価）

（出典：一般社団法人海洋産業研究会） 



≪参考１≫   海洋産業研究会の概要 

創立45年来 
の海産研の 
モットー！ 
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○民間主導で設立：特定官庁主導での 
 設立ではない。 

〇事務局中立型：天下りなし、官庁・会員 
 企業の出向者なし。 

○省庁・分野・業種 横断型： 
－海本部＋文科・農水・経産・国交、環境省等/ 
－資源・ｴﾈﾙｷﾞｰ、機器・構造物、政策・産業/  
－造船・鉄鋼・土木・埋浚・水産・調査ｺﾝｻﾙ  

○海外・国内（含：地方自治体）動向を 
  鳥瞰図的に把握 
○海洋産業・政策シンクタンク 
○新規プロジェクトの発掘・提案活動 （図出典：(一社)海洋産業研究会事業案内パンフレット） 

（ 沿 革 ）1969(昭和44)年、財界・産業界の発意により任意団体として発足 
     1970(昭和45)年、社団法人としての活動開始(通産省・農林省共管）  
     2002(平成14)年 文部科学省・国土交通省も所管に （→４省共管へ） 
     ※海洋基本法制定（2007年）後は、内閣官房総合海洋政策本部事務局    
      （現・内閣府総合海洋政策推進事務局）とも深く交流 
      2012(平成12)年4月、一般社団法人化        
      2020（平成3２）年、創立50周年 

（会員企業）8４社（正会員33、賛助会員51）（平成29年12月現在） 



海洋産業研究会の漁業協調提言 
  〔漁業協調提言の経緯〕 

H24(2012)年3月： 「洋上風力発電等における漁業協調の在り方に 
            関する提言（中間とりまとめ）」発表 
H25（2013)年5月：「洋上風力発電等における漁業協調の在り方に 
            関する提言」発表 （着床式メニュー） 
H27(2015)年6月：「洋上風力発電等における漁業協調の在り方に 
            関する提言《第2版》」発表 
            （着床式改訂メニュー＋ 浮体式メニュー） 
※“漁業協調”の概念が、中央官庁、地方自治体、発電事業者、漁業団体等の間に 
  急速に普及、定着していった。第2期海洋基本計画（2013)にも取り入れられた。 

「第3期海洋基本計画*に向けた提言」(H29年3月。抜粋) 
２．洋上風力発電および海洋再生可能エネルギー利用の本格的推進 
２－１．海洋再生可能エネルギー利用に関するロードマップの策定 
２－２．漁業協調型洋上ウィンドファームの実現に向けたパイロット 
     プロジェクトの実施と支援制度の導入 
２－３．「一般海域」における海域利用ルールの整備 
２－４．送電網の強化           （*来春、閣議決定予定） 35 
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【平成28年度】 
・洋野町沖合における漁業操業状況及び洋上風車の影響等に関する調査 
 （㈱海洋エンジニアリング／岩手県） 
・阿南沖漁業協調型洋上風力発電システム導入に関する調査（㈱四国ＧＡ／徳島） 

・神津島波力発電システム導入に関する調査（三井造船／NEDO／伊豆諸島） 

・銚子沖洋上風力実証研究設備の漁業への影響に関する評価業務 （㈱東京 
 パワーテクノロジー・東京電力㈱／千葉県銚子） 

・洋上風力発電と漁業との協調に関する意見交換会開催業務（宮城県） 

・一般海域における海洋施設の管理・設置における取組の実態等に関する調査 
 （内閣官房総合海洋政策本部事務局） 

      海産研の関連受託業務実績   （降順） 

【平成27年度】 
・銚子沖洋上風力実証研究設備の漁業への影響等に関する評価業務(㈱東京 
 パワーテクノロジー／東京電力㈱) 

・岩手県海洋エネルギー産業創出等基礎調査（岩手県） 

・漁村・漁港地域への再生可能エネルギー導入に関するハンドブック作成（東京 
 水産振興会） 

・長崎県海洋再生可能エネルギー実証フィールド事業モデル構築調査業務に 
 係る支援業務（㈱風力エネルギー研究所／長崎県） 

・海洋エネルギー実証フィールドにおける漁業協調方策の検討（東大生研） 

・洋野町沖合における漁業操業状況及び洋上風車の影響等に関する調査  
（㈱ 海洋エンジニアリング／岩手県）  
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海産研の関連受託業務実績（続） 

【平成26年度】 
・波力発電システム導入に関する社会条件調査及び協議会等運営業務（三井  
 造船／神津島） 

・海洋再生可能エネルギーの実証フィールド候補地の評価・選定等に関する調査  
 （内閣官房総合海洋政策本部事務局） 

・海洋再生可能エネルギー実証フィールドの運営主体のあり方に関する調査（同） 

・海洋エネルギー実証フィールドにおける漁業協調方策の検討（東大生研） 

・海洋再生可能エネルギー導入による漁業海域影響調査及び事業化検討業務 
 （岩手県） 

【平成25年度】 
・波力発電システム導入に関する社会条件調査及び協議会等運営業務（三井  
 造船／神津島） 

・漁村・漁港地域における自然エネルギーを利用した振興策の検討（東京水産  
 振興会） 

・海洋再生可能エネルギー導入による漁業海域影響調査検討業務（岩手県） 

・漁業協調型 Offshore Wind Farmに資する方策の高度化と拡充に関する研究 
 （助成研究：(一社)水産資源海域環境保全研究会） 
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「わが国一般海域における洋上風力発電事業の実施に関わる法的課題について」 
（ 日本海洋政策学会誌第6号、2016.11、pp．87－100） 

塩原 泰、中原 裕幸 

≪参考２≫ 一般海域における洋上風力発電事業    
        に関わる法制度上の課題 

一般海域を占用する場合の許認可あるいは届出については、現状において 

以下の二通りが考えられる。 

  A．一般海域管理条例に基づく許認可 

  B．国土交通省所管公共用財産の管理条例に基づく許認可 
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港湾区域 
国土交通省は洋上風力発電導入に積極的 
 
・「洋上風力導入ガイドライン」あり 
・「洋上風力導入技術マニュアル」あり 
・占用許可年数最大２０年 
・洋上風力のために港湾区域を拡大した事例あり 

↓ 
投資環境良好 
（バンカブル） 

一般海域 
管理者とされている都道府県は洋上風
力を想定していなかった。 
 →対応バラバラ 
 →定義もバラバラ 

占有許可年数は３年程度 （３年ごとに
更新） 

↓ 
ポリティカルリスクが多い。 
（バンカブルでない） 

＜この論文の結論＞ 

洋上風力の導入を促進するためには、一般海域の洋上 
風力ガイドラインを国が示すべき。 

※海洋産業研究会「第3期海洋基本計画に向けた提言」(H29年3月)を参照 

総合海洋政策本部参与会議意見書（H29.12.18 p.19）を参照 
 「海域利用ルール等の制度整備を加速し、民間企業による 
  事業投資を円滑化していく必要がある。」 



ご清聴ありがとうございました。 
 

（いつでもご連絡ください。） 
 
 
 

一般社団法人 海洋産業研究会 
   

ホームページ ： www.rioe.or.jp  
E-mailアドレス ： rioe @ rioe.or.jp 

Tel  : 03-3581-8777  
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